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第１章 はじめに  

   

「熱海市人材育成・確保ビジョン」の策定に当たって  

  

本市では、平成 27 年 5 月に「熱海市人材育成ビジョン」を策定し、職員が「地域のため

に働く」という使命を自覚し、市民の視点に立って行政課題に向き合うことのできる人材の

育成を目指し、制度や仕組み、研修等の整備に取り組んできました。さらに、令和 3 年 4 月

には、社会情勢の変化や市民ニーズを踏まえ、同ビジョンの見直しを行っています。 

一方、人口減少・少子高齢化の進行、社会経済構造の変化、デジタル技術の進展などによ

り、職員を取り巻く環境は大きく変化しています。あわせて、職員の年齢構成の偏在や採用

環境の変化など、人材の確保・定着を巡る課題も顕在化しており、従来の人材育成の取組を

承継しつつ、組織全体を見据えた人材政策の推進が求められています。 

さらに、令和 3 年 7 月 3 日に発生した伊豆山土石流災害は、被災された方々をはじめ、市

民生活や行政機能に甚大な影響を及ぼしました。復旧・復興に向けた対応が長期にわたり継

続する中で、職員の業務体制や働く環境に大きな変化が生じるとともに、心身の負担にも配

慮した働き方や体制確保の在り方が、改めて検討すべき課題として浮き彫りとなりました。 

こうした状況を踏まえ、本市では、現行の「熱海市人材育成ビジョン」を見直すととも

に、その名称を「熱海市人材育成・確保ビジョン」へと改めました。本ビジョンでは、従来

の「人材育成」の視点に加え、「人材確保」、「職場環境の整備」及び「デジタル人材の育

成・確保」を一体的かつ戦略的に位置付け、本市の将来を支える持続可能な人材基盤の構築

を目指します。 
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第２章 前ビジョンに基づく取組と見直しの方向性  

 (1) 前ビジョンに基づく取組  

  本市では、令和３年に改定した「熱海市人材育成ビジョン」において、目指す職員像を「市

民の目線で自ら考え、果たすべき使命の理解と実践を同時に行い、常に成長していく職員」

と定め、その実現に向けた取組を進めてきました。 

  前ビジョンでは、人材育成を個人任せとせず、組織全体で支える視点から、「人を育てる

場づくり」「人を育てる仕組みづくり」「自ら伸びるきっかけづくり」の三つを柱として体

系を整理し、段階的かつ計画的に推進してきたところです。 

  「人を育てる場づくり」においては、職場におけるＯＪＴの推進や、対話を通じたコミュ

ニケーションの充実を図るとともに、メンタルヘルス対策やハラスメント防止対策の実施な

ど、職員が安心して働き、能力を発揮できる職場環境の整備に取り組んできました。 

あわせて、育児・介護等に関する各種休暇・休業制度については、国に準拠した制度整備

を行い、制度の周知と活用促進を図ってきました。 

  「人を育てる仕組みづくり」においては、育成を意識した人員配置や人事評価制度の運用

を通じて、職員の能力や適性を組織運営に活かす仕組みの構築を進めてきました。 

また、人材の確保に向けては、採用方法の多様化を図り、キャリア採用試験やカムバック

採用試験、土木育成枠採用を実施するとともに、災害対応において専門性が求められる技術

分野では任期付職員を活用し、さらに高度な専門性を要する業務については特定任期付職員

として外部人材を登用するなど、多様な手法による人材確保に取り組んできました。 

  「自ら伸びるきっかけづくり」においては、職位に応じた階層別研修や法制執務研修をは

じめとする選択制研修、派遣研修の実施に加え、自主研修の推進や、若手職員を対象とした
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他自治体との合同研修、メンター制度の活用などにより、職員一人ひとりの主体的な学びと

成長を後押ししてきました。 

  これらの取組を通じ、人材育成に関する制度や仕組みは段階的に整備されてきました。職

員アンケートの結果からも、研修機会が提供されていると感じている職員が一定数見られる

など、前ビジョンに基づく取組が進められてきた状況がうかがえます。一方で、職員一人ひ

とりが自らの成長を実感しながら働けているか、また、その成長を職場全体で支え合う環境

が十分に整っているかという点については、必ずしも十分とは言えない面も見受けられます。 

 

 (2) 見直しに当たっての方向性  

  前ビジョン策定以降、人口減少・少子高齢化の進行や人材の流動化、採用環境の厳しさに

加え、行政課題の高度化・専門化、デジタル化の進展などにより、職員を取り巻く状況は大

きく変化しています。 

また、大規模災害等への対応が長期化する場合においても行政機能を維持していくことの

重要性が認識される中、本市においても、伊豆山土石流災害への対応を通じ、職員の心身の

負担にも配慮した体制確保の重要性が改めて認識されました。 

  こうした状況を背景として、国においては、令和５年１２月に人材育成基本方針策定指針

が大幅に改正され、「人材育成」に加え、「人材確保」、「職場環境の整備」及び「デジタ

ル人材の育成・確保」を含めた総合的な人材政策の推進が示されています。 

  本市においても、これらの動向を踏まえ、前ビジョンに基づく人材育成の取組を承継・発

展させつつ、人材育成を基軸に、人材の確保や職場環境の整備を含めた取組を一体的に整理

し、より実効性の高い人材政策として展開していく必要があります。 
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このため、本ビジョンでは、これまでの取組と課題を整理した上で、今後の人材育成・確

保の方向性を明確にし、組織全体で人材を育て、支え、確保していくための基本的な考え方

を示します。 

  こうした考えの下、本ビジョンに基づき、職員一人ひとりの力を最大限に引き出し、「人

が育ち、人が定着し、組織として強くなる熱海市役所」であるために、人材育成・確保の取

組を着実に進めていきます。 
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第３章 職員を取り巻く状況の変化  

 (1) 職員構成の変化  
  ア 職員数の状況 

   本市の職員数は、平成２８年度は４８９人であったのに対し、令和７年度は４９４人と

なっており、この１０年間はほぼ横ばいで推移しています。 

 
 

  イ 退職者及び新規採用職員の状況 

   「退職者数の推移」を見ると、「定年退職者数」は平成２８年度以降、一桁で推移して

います。令和５年４月１日から定年延長制度が開始されたことにより、定年退職が段階的

に後ろ倒しとなっていることが、その背景にあると考えられます。 

   一方、「勧奨退職者数」は、平成２８年度から令和３年度までは概ね５人以下で推移し

ていましたが、令和４年度以降は増加し、５人以上１０人未満で推移しています。近年、

一定の増加傾向が見られることから、組織全体の職員数や年齢構成の推移を踏まえ、制度

の運用については慎重に状況を見極めていく必要があります。 

「普通（自己都合）退職者数」は、年度ごとのばらつきはあるものの、概ね毎年１５人

前後で推移しています。 

令和２年度から５年間の勤続年数別の普通退職者数を見ると、勤続１０年未満の職員が

多くを占めており、若手職員の離職が一定数発生している状況がうかがえます。 

また、「新規採用職員数の推移」を見ると、年度ごとの差はあるものの、一定数の採用 

① 各年度４月１日時点での任期の定めのない常勤職員の人数（特別職及び短時間暫定再任用職員を除く）である。
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を継続して行っており、職員数全体は概ね横ばいで推移しています。 

こうした中で、採用後間もない職員の退職も見られることから、新規採用と定着の両面

を踏まえた状況把握が必要な構造となっています。 

 
 

  

 
 

  ウ 職員年齢構成の状況 

   「年代別職員構成」を令和７年度と 10 年前の平成２8 年度で比較すると、３０歳未満

の若手職員は２５．８％から２４．７％へと微減し、３０代の中堅職員は２２．５％から

２４．７％と微増するも、いずれもほぼ変わらない状態です。 

   一方で、４０代の職員の割合は、３３．７％から２０．４％へと、１３．３ポイント減

少しています。また、５０代以上の職員の割合は１８％から３０．１％へと１２．１ポイ

ント増加しています。 

   このように、業務の中核を担う職員の割合が減少し、ベテランの比率が高まる構造とな

っていることが分かります。 

 

【勧奨退職した職員数】 （人）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

3 0 0 1 4 2 8 7 9勧奨退職者数
区分

【自己都合退職した職員数】 （人）

4年以下 5-9年 10-14年 15-19年 20-24年 25-29年 30-34年 35年以上
496 14 6 5 1 2
493 8 2 1 3 1 1
500 14 5 6 1 1 1
500 18 9 5 1 1 1 1
496 13 11 1 1令和6年度

職員数 普通
退職者数

勤続年数別内訳区分

令和2年度
令和3年度
令和4年度
令和5年度

 ② 令和５、６年度は、定年の段階的引上げが行われていることから、引き上げられた定年に到達しなくとも60歳
  以上の退職者については定年退職者としてカウントした。その他の退職は再任用職員の退職等である。
③ 各年度４月１日時点での新規採用者人数で、指導主事、特定任期付職員、任期付職員、年度途中の採用者等は除く。
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そのため、役割に応じた職務遂行能力を計画的かつ早期に育成していくことが必要です。 

   また、再任用制度の運用や今後の定年延長を見据え、ベテラン職員の知識や経験を若手

職員へ円滑に継承していく取組や、世代間の連携を意識した職場づくりも重要となってい

ます。 

あわせて、年齢構成の平準化や昇任管理の在り方など、職員が継続的に活躍できる職場 

環境や人事運用についても検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 勤務・休暇等の状況  
  ア 時間外勤務の状況 

   時間外勤務については、災害対応等の影響を受ける側面があるものの、令和３年度の伊

豆山土石流災害以降、業務量の増加や業務の長期化により、時間外勤務が増加しました。  

特に、復旧・復興対応に関わる一部の職員においては、長時間にわたり業務負担が継続

していた状況も見られます。 

職員の心身の健康を維持し、安定した行政運営を行っていくためにも、業務分担の見直

しや応援体制の工夫、業務の効率化を含め、時間外勤務の縮減に向けた取組が必要となっ

ています。 

 

 

 

 

年代別職員構成比の変化（人）④ 

 ④ 各年度４月１日現在の人数を男女別・年代別でグラフ化したもの。棒グラフ横に記載されている％は全体数を
  １００とした場合、その年代の男女の総計が占める割合
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  イ 年次有給休暇の取得状況 

   「職員１人当たりの年次有給休暇の取得状況」を見ると、職種別でも男女別でも取得日

数に大きな差は見られません。職員全体としては、令和６年度と令和２年度を比較すると

微増するもほぼ変わらない状態です。  

今後も、職種の特性を踏まえつつ、休暇を取得しやすい業務体制や運用面での工夫が求

められます。

 
 

  ウ 育児休業等の取得状況 

   「育児休業の取得状況」を見ると、女性職員の取得率は１００％となっています。 

男性職員については、取得者数は多くないものの、近年においては育児休業を取得する

職員が見られます。 

「男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況」を見ると、育児休

業とは別に、これらの休暇を活用する傾向が見られ、年度によりばらつきはあるものの、

対象者の約半数が取得しています。 

合計取得日数が５日以上となっている職員もおり、制度は一定程度活用されている状況 

 

【職員1人当たりの年次有給休暇取得日数】 （日）

10.6

11.5

一般職
消防職

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

9.2
9.8 7.9 8.4 10.3

区分 令和2年度

11.6 10.1

全職員
全体

10.6 8.4 10.5 12.1教育職
12.0 9.6

10.2 8.4 9.3 10.4 10.4

10.7
女性職員 9.4 7.9 8.3 10.2 10.0
男性職員 10.6 8.3 9.9 10.4

⑤ 任期の定めのない常勤職員が行った１年間の時間外勤務時間数を表した表である。
  横軸は年度（4月〜３月）を示す。縦軸（左）は総時間数を、縦軸（右）は職員一人あたりの時間数を示す。
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がうかがえます。 

なお、令和６年度及び令和７年度においては、配偶者出産休暇の取得ではなく、年次有

給休暇を取得することで対応している職員も見られ、実態としては対象者全員が、配偶者

の出産時に何らかの形で休暇を取得している状況にあります。 

今後は、各種制度の取得件数のみを捉えるのではなく、実態として休暇が取得できてい

るかという点を重視し、取得しやすい職場環境づくりを進めていくことが必要です。 

  

 
 

(3) 職員の能力育成に関する調査  
  本市では、「熱海市人材育成・確保ビジョン」の改正に当たっての参考とするため、令和

７年１１月４日から１１月１４日までの１０日間、Logo フォームを用い、任期の定めのな

い常勤職員を対象とした職員アンケート調査を実施しました。主な傾向は、次のとおりです。 

ア 研修需要の傾向 

分野別では、デジタル対応に関する研修は職種を問わず高い需要が見られました。 

また、 

・法令読解︓事務職、技術職、医療職（保健師含む） 

・コミュニケーションスキル︓幼稚園教諭・保育士、消防職 
・人材育成︓技術職、消防職 

【育児休業の取得状況】 （人）

2年以上
2年6箇月未満

2年6箇月以上
3年未満

男性職員

令和3年度 11 0 0.0% 0 0 0

区分 年度
対象者
（人）

取得者
（人）

割合
育児休業の取得期間の分布

6箇月未満
6箇月以上
1年未満

1年以上
1年6箇月未満

1年6箇月以上
2年未満
0 0 0

令和4年度 12 2 16.7% 1 1 0 0 0 0
0

令和6年度 7 1 14.3% 1 0 0 0 0 0
令和5年度 10 0 0.0% 0 0 0 0 0

女性職員

令和3年度 3 3 100.0% 0 3 0 0

令和5年度 6 6 100.0% 0 2 3 0

0 0
令和4年度 4 4 100.0% 0 1 2 1 0 0

1 0
令和6年度 3 3 100.0% 0 0 0 3 0 0

【男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇の取得状況】

0 0 2 0 4 1

年度 区分
対象者
（人）

取得者
（人）

割合 平均取得日数

11 6 54.5% 1.6日

取得日数の合計の分布状況（人）

1日未満
1日以上
2日未満

2日以上
3日未満

3日以上
4日未満

4日以上
5日未満

5日以上

0 2 4 0 0 0
4.1日

令和4年度
配偶者出産休暇 12 10 83.3% 1.8日
育児参加のための休暇 12 7

令和3年度
配偶者出産休暇
育児参加のための休暇 11 5 45.5%

0 2 8

0 0 0
58.3% 3.4日

令和5年度
配偶者出産休暇 10 8 80.0% 1.8日
育児参加のための休暇 10 4 40.0% 5日

0 3 6

7 3 42.9% 4.6日 0 0 0
令和6年度

配偶者出産休暇 7
育児参加のための休暇

4 57.1% 2日

0 0 0
0 1 2 0 1 3

0 0 3

0 0 0 0 0 4
0 0 4 0 0 0
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において、相対的に高い需要が確認されました。 

職務別では、 

・副主任級以上︓デジタル対応 

・主事級︓公文書作成、コミュニケーションスキル 

・副主任級〜室長級︓法令読解、コミュニケーションスキル 
・主幹級以上︓人材育成、マネジメントスキル 

といった傾向が見られました。 

 

イ キャリアデザインの傾向 

職務別では、主事及び副主任級ではキャリアデザインを意識している傾向が見られる一

方、主任級以上では意識していない傾向が見られました。 

また、 

・女性職員 

・４０歳以上の職員 

において、キャリアデザインを意識していない割合が高い結果となっています。 

一方で、主幹級以上の職務ではキャリアデザインに関する研修需要が高く、キャリアデ

ザインを意識している職務層や年齢層では、上司・先輩職員からの面談や助言に対する

需要が見られました。 

 

ウ 職員像・能力に関する意識（概要） 

アンケートでは、働きたい職場や一緒に働きたい職員の姿として、 

・良好な人間関係があり、意見が言い合える職場 

・問題が起きたときに周囲からサポートが得られる職場 

・冷静で落ち着いた判断や行動ができる職員 

・多様な考えを受け入れ、柔軟に対応できる職員 

・職場、地域、他機関と円滑に連携できる職員 

・自主的に職務をとらえて対応ができる職員 

が多く見られました。 

また、今後身に着けたい・強化したいと考える能力としては、 

・知識、技能を主とする基本的な能力 
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・判断力・決断力 

が多く見られました。 

さらに、職員として必要な能力としては、 

・協調性 

・責任感 

・柔軟性 

が多く見られ、これらは職員が求める職場環境や働き方の意識とも一定の共通性がある

結果となっています。 

 

※これらの内容については、第４章「人材育成の取組方針」において整理しています。 
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第４章 人材育成・確保ビジョンの取組方針  

 (1) 目指す職員像  
  本市では、前ビジョンにおいて掲げてきた「市民の目線で自ら考え、行動する」という基

本姿勢を承継しつつ、市政を取り巻く環境の変化に的確に対応していくため、組織全体で共

有すべき職員像を改めて明確にします。 

  本ビジョンにおける目指す職員像は、個々の職員の資質や努力に委ねるものではなく、組

織として人材を育て、支え合いながら行政サービスの質を高めていくための共通の指針とし

て位置付けるものです。 

  あわせて、職員アンケートの結果からは、職員として必要な能力（９項目中３項目まで選

択）として、「協調性」が１９１人（７０％）と最も多く、次いで「責任感」が１６９人（６

２％）、「柔軟性」が１１７人（４３％）となりました。 

また、働きたいと思う職場（１０項目中３項目まで選択）については、「良好な人間関係

があり、意見が言い合える職場」が２０８人（７６％）で最も多く、次いで「問題が起きた

時に周囲からサポートが得られる職場」が１２７人（４７％）となっています。 

これらの結果は、職員が個人としての能力発揮だけでなく、責任を持って役割を果たし、

互いに支え合いながら業務に取り組む職員像を重視していることを示しており、本市がこれ

まで大切にしてきた価値観とも整合するものです。 

  このような考え方の下、本市が目指す職員像を次のとおり定めます。 

 
  この職員像の実現に向け、職員一人ひとりの意識への浸透を図るとともに、これに基づく

人材育成・確保の取組を体系的に進めていきます。 

目指す職員像 
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 (2) 計画期間  
  令和８年度から令和１２年度までの５年間とします。 

 

 (3) 目指すべき職員像に必要とされる能力  
  目指す職員像である「責任で応え、仲間を繋ぐ職員」を実現していくため、職員一人ひと

りには、次の能力が求められます。 

 

①責任認識力（オーナーシップ） 
  市民の目線に立ち、行政課題を自らの課題として捉えるとともに、自身の職務や役割を正

確に理解し、その結果について説明責任を果たす力。 

  前ビジョンで掲げてきた「市民の目線で自ら考え、行動する」という基本姿勢を承継し、

課題を「誰かの仕事」としてではなく、「自分の仕事」として主体的に受け止め、最後まで

責任をもってやり遂げる姿勢。 

 

②双方向のコミュニケーション能力 
  上司、同僚、関係部署等と適切に情報を共有し、相手の意図や状況を的確に理解するとと

もに、自らの考えを分かりやすく「伝える力」。 

市民や仲間に寄り添い、困りごとや課題を自分事として受け止めた上で、必要に応じて周

囲と連携しながら、自然に手を差し伸べ、具体的な行動につなげる姿勢。 

 

③公平性・倫理性を判断する能力 
法令、規定及び社会的規範を遵守し、特定の個人や団体、利害関係に偏ることなく、公

正かつ誠実に職務を遂行する力。 

   自治体職員として高い倫理観を持ち、常に市民全体の利益を意識しながら、市民の信頼

に応える行動をとる姿勢。 
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④内省的成長力・自己研鑽力 
  業務の成果や課題、失敗を振り返り、改善につなげていくとともに、業務に必要な知識や

スキルを主体的に学び続ける力。 

  変化する社会環境や行政課題に対応するため、現状に満足することなく、自ら成長し続け

ようとする姿勢。 

 

⑤課題解決力 
  前例にとらわれることなく、法令や制度の枠組みを踏まえた上で最適な手法を選択し、限

られた人材・時間・財源を有効に活用しながら成果を生み出す力。 

  複雑化・高度化する行政課題に対し、優先順位を見極め、関係者と調整しながら、実行力

をもって対応する姿勢。 

 

これらの能力を基礎として、次のとおり、職階に応じた能力、役割及び責任を果たすこと

が求められます。 
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新人職員
若手職員
主 事 主 任 部 長
副主任 主 査 次 長

政策評価・決定能力 ◎

行政経営能力 ◎

危機管理能力 ◎ ○

組織管理能力 ◎ ◎ ○

政策形成能力 ◎ ◎ ◎ ○

目標達成能力 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○

折衝・交渉・調整能力 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○

指導育成能力 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

職務遂行能力 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○

問題発見・解決能力 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

調査・分析能力 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

創造力 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

政策法務能力 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

専門実務能力 ○ ◎ ○ ○ ○ ○

チーム貢献力 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

コミュニケーション能力 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

業務改善処理能力 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

基本法務能力 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

接遇能力 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

自己開発能力 ◎ ○ ○ ○ ○ ○

主 幹 室 長 課 長必要とされる能力

代表的な職階 中堅職員 監督職員 管理職員 幹部職員
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(4) 人材育成・確保ビジョンの体系 

 本ビジョンは、前項で整理した能力を組織として計画的に育成し、目指す職員像の実現に向

けた取組を体系的に整理するため、次の四つの柱により構成します。 

 

① 人材育成 
ア 研修内容の充実 

イ 若手職員の育成支援 

ウ キャリア形成の支援 

② 人材確保 
ア 魅力の発信 

イ 多様な試験方法の工夫 

ウ 多様な人材・外部人材の登用 

③ 職場環境の整備 
ア ワーク・ライフ・バランスの実現 

イ 働きやすい職場の雰囲気の整備 

ウ 健康経営優良法人を目指して 

エ エンゲージメントの向上に向けて 

④ デジタル人材の育成・確保 
ア 求められるデジタル人材像 

イ 求められるデジタル人材の育成・確保 
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第５章 人材育成 

  職員一人ひとりの成長を促すとともに、その成長を組織全体で支える人材育成の取組を進 

めます。前ビジョンに基づく取組を踏まえつつ、職員の主体的な学びと職場での育成支援が 

相互に機能するよう、人材育成を体系的に推進します。 

  職員アンケートにおいて、研修を受講する機会について「十分提供されていると思う」ま 

たは「やや提供されていると思う」と回答した職員は１９４人（７１％）となっており、研

修機会については一定の整備が進んでいる状況がうかがえます。 

一方で、若手職員の定着や育成は引き続き重要な課題であることから、研修の充実に加え、 

職場における育成支援の取組をより一層重視していく必要があります。 

 

 ア 研修内容の充実 

   階層別研修、選択制研修、派遣研修等を通じて、職位や経験年数に応じた能力の向上を

図るとともに、社会情勢や行政課題の変化に応じた研修内容の充実を図ります。 

   あわせて、研修で得た知識や気づきを日常業務の中で活かせるよう、職場におけるＯＪ

Ｔや上司・先輩職員による育成支援と連動した研修の在り方を重視します。 

 
特 別 研 修 ○特別の目的をもって、定期的又は臨時に実施する研修

派 遣 研 修 ○専門知識を得て、さらなるスキルアップを目指す職員が
 広い視野かつ高い視点で職務を行えるように成長するた
 めに外部へ派遣して受ける研修

 に選択し、受講する研修

○勤務時間外に、資質向上のための自己研鑽

基 本 研 修

○職員が職員を育て、指導を受ける者と指導する者が
 互いに成長するための研修

階層別研修

選択制研修

 ○職位に応じて求められる能力をしっかりと身に付ける
 ために、必要とされる段階において受ける研修

 ○職員が自らの能力開発ニーズに合った研修を、主体的

【研修体系図】
職

員

研

修

自主研修（SD）

職場研修（OJT）

職場外研修（OFF-JT）
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 イ 若手職員の育成支援 

   研修の充実とあわせて、若手職員が安心して業務に取り組み、成長を実感できるよう、

職場における育成支援を重視します。 

特に、配属後の不安や戸惑いを抱えやすい時期においては、日常業務を通じた丁寧な指

導や助言が重要であることから、計画的かつ組織的なＯＪＴを推進し、職場全体で若手職

員を育てる意識の醸成を図ります。 

また、職員アンケートにおいて、メンター制度⑥（平成２８年度に導入）について「継

続して実施すべき」または「どちらかといえば継続した方が良い」と回答した職員は１８

０人（６６％）となっており、若手職員の育成や定着に向けた支援の必要性について、一

定の認識が共有されている状況がうかがえます。 

このような認識を踏まえ、職場外の先輩職員が相談相手となるメンター制度を活用し、

業務面だけでなく、職場への適応や不安の軽減といった面からも若手職員を支援し、孤立

を防ぐ環境づくりを進めます。 

 

 ウ キャリア形成の支援 

   キャリアとは職務経験の積み重ねに加え、働く中で形成される価値観や成長の過程を含

むものです。 

職員一人ひとりが主体的に能力を発揮し、長期的な視点で成長していくため、各自のキ

ャリアを振り返り、今後の方向性を考える機会を設けます。また、内面的な成長も重視し

たキャリア形成を支援します。 

３０代前半の職員を対象にキャリアデザイン研修を実施するとともに、管理・監督職に

おいては、部下の成長や意欲を引き出すキャリア支援の視点を持ったマネジメントを重視

します。 

また、人事異動や派遣研修等を通じ、多様な経験を積む機会を活用しながら、職員の適

性や意向に配慮したキャリア形成の支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 ⑥【メンター制度】
  職場の上司とは別に、職場外の先輩職員が、仕事やメンタル面での悩みを聞き、新規採用職員をサポートする制度。
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第６章 人材確保 

  少子高齢化の進行や若年人口の減少、人材の流動化により、公務員試験の受験者は全国的

に減少傾向にあります。 

本市においては、現時点では一定の受験者数を確保できているものの、今後も同様の状況

が続くとは限らず、中長期的な視点で人材確保に取り組んでいく必要があります。 

また、複雑化・多様化する行政課題や災害対応、デジタル化の進展等に的確に対応してい

くためには、多様な経験や専門性を有する人材を、計画的かつ安定的に確保していくことが 

重要となっています。 

このため、本市では、「選ばれる職場」となるための魅力の発信、多様な試験方法の工夫、

外部人材を含めた多様な人材の登用を通じ、人材の確保に取り組みます。 

あわせて、職員アンケートの自由記述では、市内居住要件の見直しを求める意見が多数見

られたことから、受験機会の拡大による人材確保に加え、現在勤務している職員の生活実態

や将来設計に配慮し、人材の定着につなげていく観点から、市内居住要件の在り方について

も検討課題として整理します。 

 

ア 魅力の発信 

  人材を確保していくためには、まず、熱海市で働くことに関心を持ってもらうことが重

要です。 

本市は、海・山・温泉といった豊かな自然環境を有しながら、首都圏からの高いアクセス

性（新幹線・在来線）を備えたまちであり、観光都市としての歴史や文化が息づいています。

その中で自治体職員として、観光、防災、移住・定住など、全国的にも注目度の高い政策分

野に直接関わることができるとともに、コンパクトな市域で市民との距離が近く、施策の

成果や反応を実感しやすい業務環境を有しています。 

こうした本市ならではの魅力や、自治体職員として働くやりがいについて、発信する相

手や媒体の特性に応じた効果的な広報を行い、採用活動につなげていきます。 
【具体的な取組】 
〇採用案内・市公式ホームページの内容充実 
〇ＳＮＳや動画等を活用した、視覚的・感覚的に伝える情報発信 
〇インターンシップ、職場体験、採用説明会等を通じた直接的な魅力発信 
〇内定者応援セミナーの実施による生活環境・移住後の暮らしの支援 
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イ 多様な試験方法の工夫 

本市では、市外出身者を含め、多様な人材が本市を志望している状況を踏まえ、受験し

やすい採用試験の在り方について工夫を行ってきました。 

   今後も、職種や採用区分に応じて、受験者の負担軽減や機会拡大につながる試験方法を

検討し、幅広い人材の確保につなげていきます。 
【具体的な取組】 
〇申込受付のデジタル化など、技術の進歩を踏まえた手続きの簡素化 
〇テストセンター方式の活用やエントリーシートの電子受付による受験環境の整備 
〇年齢要件の緩和等による社会人経験者・カムバック人材が受験しやすい制度設計 
〇市内居住要件について、受験機会の拡大及び職員定着の観点からの見直し検討 

 

ウ 多様な人材・外部人材の登用 

   即戦力として活躍できる人材や高度な専門性を有する人材を確保するため、本市では、

任期付職員及び特定任期付職員制度を活用した人材登用を行っています。 

   今後については、業務の状況や人材確保を巡る環境の変化を踏まえ、災害対応など一定

期間に集中する対応が求められる分野や、急速に進化する技術・専門知識が必要となるDX

の推進等については任期付職員を、専門的知見を活かした業務推進が求められる分野につ

いては特定任期付職員を活用するなど、業務内容や目的に応じた任用の在り方について引

き続き検討していきます。  
【具体的な取組】 
〇任期付職員及び特定任期付職員の職務内容・役割を踏まえた適切な任用区分の検討 
〇職務に必要な能力・経験を踏まえた選考及び関係法令に基づく適正な任用 
○任用後の円滑な業務定着に向けた業務理解支援 
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第７章 職場環境の整備  

  多様化・高度化する行政課題に的確に対応し、質の高い行政サービスを持続的に提供して

いくためには、職員一人ひとりが心身ともに健康で、安心して能力を発揮できる職場環境を

整備することが重要です。 

職員アンケートにおいて、「働きたいと思う職場」として「仕事と生活が両立できる」が

１１１人（４１％）と一定の割合を占めており、職員が業務上の責任を果たしながら、無理

なく働き続けられる状態を重視していることがうかがえます。 

本市では、こうした職員の意識を踏まえ、制度の整備にとどまらず、職場における理解や

運用の在り方にも目を向けながら、働きやすい職場環境の整備を進めます。 

 

ア ワーク・ライフ・バランスの実現 

ワーク・ライフ・バランスとは、仕事と生活の調和を図り、職員が心身ともに健康を保

ちながら、安定的に職務を遂行できる状態を目指す考え方です。 

自治体職員の業務は、平時の行政運営に加え、災害対応や突発的な事案への対応等によ

り、業務量や勤務形態が変動する場合もあることから、画一的な制度の有無にとどまらず、

状況に応じた職場運用や業務の進め方の工夫が重要となります。 

本市では、育児・介護等のライフステージに直面する時期に限らず、すべての職員が、

職務への責任を果たしながら働き続けられるよう、既存制度の活用と運用面の工夫を重視

し、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組みます。  
【具体的な取組】 
〇育児・介護等に関する休暇・休業制度及び育児時間の取得しやすい職場運用の促進 
〇定時退庁デーの活用による業務見直し・効率化の意識醸成 
〇副業・兼業制度の柔軟な運用について国の動向を踏まえた検討 
〇勤務間インターバル・フレックスタイム制度・テレワーク導入の検討 

 

イ 働きやすい職場の雰囲気の整備 

     職員が自らの考えを安心して発信し、周囲と協力しながら仕事を進められる職場環境

は、組織全体の活力を高める重要な要素です。 

上司と部下、同僚同士の円滑なコミュニケーションに加え、部・課を超えた情報共有や

意見交換を通じて、信頼関係の構築と風通しの良い職場づくりを進めます。 
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あわせて、執務環境の在り方についても見直しを進め、書類の整理整頓や業務効率を意

識した環境づくりに取り組みます。 
【具体的な取組】 
〇衛生委員会による定期的な職場巡回の継続（執務環境の点検・改善を含む。） 
〇管理職研修等を通じた、相談しやすい雰囲気づくりの促進 
〇部・課の枠にとらわれない情報共有や連携を意識した風土の醸成 

 

ウ 健康経営優良法人を目指して 

   職員一人ひとりが心身ともに健康で、安心して働き続けられることは、能力発揮や人材

の定着、ひいては行政サービスの質の向上につながる重要な基盤です。 

本市では、職員の健康保持・増進を個人任せにするのではなく、組織として支える取組を

進めるため、健康経営の考え方を取り入れ、健康経営優良法人の認定取得⑦を目指します。 

職員アンケートでは、「産業保健師やメンタルヘルス専門職が必要だと思うか」につい

ては１７４人（６４％）が肯定的に回答しており、専門的な支援体制へのニーズが高いこ

とがうかがえます。 

   こうした状況を踏まえ、専門的知見を活かした相談・助言体制の充実を図り、職員が安

心して相談できる環境づくりを進めます。 
【具体的な取組】 
〇定期健康診断の受診勧奨、健康意識の向上に向けた取組の推進 
〇産業保健師等の専門職による相談・助言体制の充実に向けた検討（地域保健師の活用

を含む。） 
〇ストレスチェック分析結果を基にした管理職向け職場環境改善研修の継続実施 
〇若手職員向けメンタルヘルス研修の継続実施 

 

エ エンゲージメント⑧の向上に向けて 

職員一人ひとりが仕事にやりがいや誇りを持ち、いきいきと働くことは、組織力の向上

につながります。本市では、職員のエンゲージメントの向上を重要な課題として位置付け

ます。 

職員アンケートでは、「自分の能力や強みを十分活かせている」「ある程度活かせてい

る」と回答した職員が１７８人（６６％）と一定数に上る一方、令和７年度ストレスチェ

ックにおけるワーク・エンゲージメント⑨は２．４１７ポイント（５点満点）となってお 

 
⑦ 【健康経営優良法人認定制度】
   経済産業省が主導する特に優良な健康経営を実践している法人に対し日本健康会議が認定する制度。
⑧ 【エンゲージメント】職務や組織に対する愛着・前向きな関与の度合い
⑨ 【ワーク・エンゲージメント】仕事に対する活力・熱意・没頭の状態を示す指標
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り、民間調査で示される一般体な平均値（概ね２．６前後）と比べると、必ずしも高い水

準とはいえない状況が見られます。 

また、プレゼンティーイズム⑩は７１．８％となっており、国内外の研究等で示される

水準（５０〜６２％台の例が多い）と比べても高い可能性があり、心身の状態や職場環境

が業務の質に影響を及ぼしていることが示唆されています。 

これらの結果から、職員が力を発揮できている実感と、仕事への前向きな活力や健康状 

態との間に、一定のギャップが生じている可能性が考えられます。 

このため、本市では、個人に業務や課題を抱え込ませるのではなく、チームで支え合う 

働き方を重視し、仕事への納得感や参画意識を高め、エンゲージメントの向上につなげて

いきます。 
【具体的な取組】 
〇職員それぞれの強みを活かした役割分担を尊重しつつ、課題や負担はチームで共有・

フォローする体制づくり 
〇外部の専門機関等による職員アンケートを継続的に実施し、エンゲージメントを客観

的に把握・活用する仕組みづくり 
 

 

 

 

 

 

 

                                    
 
 
 
 
 

⑩ 【プレゼンティーイズム】不調を抱えたまま勤務する状態
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第８章 デジタル人材の育成・確保  

近年、デジタル技術の急速な進展により、行政サービスの在り方や業務の進め方は大きく

変化しています。国においては、令和５年１２月に人材育成基本方針策定指針が改正され、

「デジタル人材の育成・確保」が新たに位置付けられました。本市においても、行政運営モ

デルの転換を支える人的基盤の整備が重要な課題となっています。 

本市の DX については、「熱海市 DX 基本方針」及び「DX アクションプラン」に基づ

き、「市民や事業者にとって便利を実感できるまち」「職員が効率的かつ自分らしく働ける

市役所」の実現を志向しています。 

こうした取組を着実に進めるためには、デジタル技術の導入にとどまらず、それを理解

し、活用し、業務改善につなげることのできる人材の育成・確保が不可欠です。 

このため、本市では、人材育成・人事担当部局と DX 推進担当部局が連携し、関係部署と

協力しながら、専門性の高いデジタル人材の確保と職員全体のデジタル対応力の底上げを図

り、組織としてＤＸを推進できる体制の構築を進めます。 

 

ア 求められるデジタル人材像 

本市が求めるデジタル人材は、業務フローを俯瞰して組織・プロセスの最適解をデザイ

ンし、データの標準化と官民連携を通じて地域課題の解決や新たな価値を創出し、変革と

共創を主導する「高度専門人材」と、デジタルに関する一定の知識と行政実務の知識・経

験を兼ね備え、一般行政職員や高度専門人材と連携し、中核となって実務を取りまとめる

ことができる「ＤＸ推進リーダー」を軸とするものです。 

 あわせて、職員一人ひとりがデジタルに対する理解を深め、日常業務の中で活用できる

状態を目指します。 

 

イ 求められるデジタル人材の育成・確保 

   デジタル分野における「高度専門人材」を、内部育成のみで確保することは容易でない

ことから、職員の育成と外部人材の登用を組み合わせた取組を進めます。 
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また、ＤＸは一部の専門職員だけが担うものではなく、業務を所管する職員一人ひとり

が課題認識を持ち、改善に関与していくことが重要であることから、「ＤＸ推進リーダ

ー」の育成にも取り組みます。 

 
【具体的な取組】 
〇デジタル・DX に関する研修の実施（職員のレベル・役割に応じた体系化） 
〇ＤＸ推進リーダーの育成 
〇高度専門分野における外部人材・専門事業者との連携検討 
〇デジタル技術を活用した業務改善事例の共有による対応力の底上げ 
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【参考】人材育成・確保ビジョンに係る職員アンケートの結果 
 

１ アンケート概要 
 

調 査 目 的 令和３年度に策定した人材育成ビジョンを見直すに当たり、見直しに係る基
礎資料の一つとするため 

調 査 期 間 令和７年１１月４日（火）から１７日（月）まで 

調 査 対 象 全職員（市長、副市長及び教育長並びに会計年度任用職員を除く。） 

調 査 方 法 LoGo フォームによるアンケート方式 

対 象 者 数 ４９４人 

有効回答数 ２７２人 

回 答 率 ５５％ 

２ 回答状況 

※職種別・職務別・性別・年齢層別については左側が回答数、右側は種別ごと 100 とした場合の回答数の割合 

 (1) 職種            (2) 役職          (3) 性別 
職種 人数  職種 人数  性別 人数 

事務職 137  主事級 38  男性 194 
技術職 16  副主任級 54  女性 68 
医療職（保健師等） 14  主査・主任級 70  回答しない/その他 10 
幼稚園教諭・保育士 16  室長・主幹級 83  合計 272 
消防職 84  課長・専門監級 18    
技能労務職 2  部長・次長級 8    
その他 3  再任用職員 1    
合計 272  合計 272    

 

 

 

 

 

 

 

 

職種 役職 性別 
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(4) 現在の職務に対して、やりがいを感じていますか。 

 
 
(5) 自分の能力や強みを、仕事に十分活かせていると思いますか。 

 
 
(6)令和３年に策定した「熱海市人材育成ビジョン」で掲げている「目指す職員像」を知ってい

ますか。 

  
(7)あなたが「働きたいと思う職場」はどのような職場ですか。（３項目まで選択可） 

  
(8)あなたが「一緒に働きたいと思う職員」はどのような職員ですか。（３項目まで選択可） 

 
 
(9) 「職員として必要な能力」とはどのような能力だと思いますか。（３項目まで選択可） 

 
 
(10) あなたが特に「今後身に付けたい・強化したい態度や能力」は何ですか。 

（３項目まで選択可） 

 
 

①強く感じる ②ある程度感じる ③あまり感じない ④まったく感じない

全体回答数 30 162 60 20

①十分活かせている ②ある程度活かせている ③あまり活かせていない ④まったく活かせていない

全体回答数 15 163 84 10

①内容を知っている
②少しは内容を知っ
ている

③見たことはあるが
内容は覚えていない

④まったく知らない

全体回答数 20 50 138 64

①良好な人
間関係があ
り、意見が
言い合える

②問題が起
きた時に周
囲からサ
ポートが得
られる

③チームで
協力し、目
標に向かっ
て取り組ん
でいる

④多様な環
境・特性を
認め合い、
助け合う

⑤向上心や
成長意欲を
評価し、人
を育てる雰
囲気がある

⑥職員の意
見が組織運
営に反映さ
れる

⑦自分の職
務にやりが
いを感じる

⑧自分の能
力や強みを
活かせる

⑨仕事と生
活が両立で
きる

⑩その他

全体回答数 208 127 106 36 52 44 46 38 111 11

①冷静で落
ち着いた判
断や行動が
できる

②自ら考え
提案できる

③自主的に
職務を捉え
て対応がで
きる

④多様な考
えを受け入
れ、柔軟に
対応できる

⑤職場・地
域・他機関
と円滑に連
携できる

⑥期待され
る役割を理
解している

⑦誠実で信
頼される言
動を心がけ
ている

⑧課題に粘
り強く取り
組める

全体回答数 152 67 114 129 122 42 102 39

①協調性 ②柔軟性 ③責任感 ④専門性 ⑤主体性 ⑥効率性 ⑦先見性 ⑧積極性 ⑨正確性

全体回答数 191 117 169 48 53 52 25 45 81

①知識・技
能（基本的
能力）

②業務改善
力

③企画立案
力

④政策形成
力

⑤折衝調整
力

⑥判断力・
決断力

⑦指導・育
成力

⑧マネジメ
ント力

⑨デジタル
対応力

⑩住民対応
力（説明力・
発信力）

全体回答数 146 70 36 21 43 130 88 68 69 57
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(11) 研修を受講する機会は十分に提供されていると思いますか。 

 
 

 
 

職種別

1　事務職 60 43.80% 41 29.93% 19 13.87% 19 13.87% 33 24.09% 59 43.07% 0 0.00% 35 25.55% 37 27.01% 27 19.71%

２　技術職 11 68.75% 5 31.25% 3 18.75% 0 0.00% 3 18.75% 4 25.00% 5 31.25% 7 43.75% 2 12.50% 5 31.25%

３　医療職(保健師等) 8 57.14% 4 28.57% 2 14.29% 1 7.14% 2 14.29% 7 50.00% 2 14.29% 3 21.43% 8 57.14% 3 21.43%

４　幼稚園教諭・保育士 6 37.50% 5 31.25% 4 25.00% 0 0.00% 1 6.25% 7 43.75% 7 43.75% 2 12.50% 2 12.50% 5 31.25%

５　消防職 58 69.05% 14 16.67% 8 9.52% 1 1.19% 4 4.76% 50 59.52% 38 45.24% 21 25.00% 20 23.81% 15 17.86%

６　技能労務職 0 0.00% 1 50.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 50.00% 1 50.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

７　その他 3 100.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 2 66.67% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 2 66.67%

①知識・技能
（基本的能力）

②業務改善力 ③企画立案力 ④政策形成力 ⑤折衝調整力
⑥判断力・決
断力

⑦指導・育成
力

⑧マネジメント
力

⑨デジタル対
応力

⑩住民対応力
（説明力・発信
力）

職務別

１　主事 28 73.68% 11 28.95% 4 10.53% 1 2.63% 2 5.26% 24 63.16% 5 13.16% 3 7.89% 5 13.16% 14 36.84%

２　副主任 45 83.33% 14 25.93% 0 0.00% 1 1.85% 6 11.11% 32 59.26% 18 33.33% 10 18.52% 10 18.52% 12 22.22%

３　主任 36 65.45% 12 21.82% 0 0.00% 4 7.27% 6 10.91% 25 45.45% 18 32.73% 13 23.64% 17 30.91% 13 23.64%

４　主査 6 40.00% 7 46.67% 0 0.00% 1 6.67% 1 6.67% 2 13.33% 5 33.33% 4 26.67% 6 40.00% 3 20.00%

５　主幹 12 27.91% 12 27.91% 0 0.00% 5 11.63% 11 25.58% 17 39.53% 18 41.86% 19 44.19% 12 27.91% 7 16.28%

６　室長 14 35.00% 10 25.00% 0 0.00% 5 12.50% 11 27.50% 17 42.50% 14 35.00% 8 20.00% 13 32.50% 6 15.00%

７　課長・専門監 4 22.22% 2 11.11% 0 0.00% 1 5.56% 4 22.22% 8 44.44% 9 50.00% 8 44.44% 4 22.22% 2 11.11%

８　部長・次長 1 12.50% 2 25.00% 0 0.00% 3 37.50% 2 25.00% 5 62.50% 1 12.50% 3 37.50% 1 12.50% 0 0.00%

９　再任用職員 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00%

⑥判断力・決
断力

①知識・技能
（基本的能力）

②業務改善力 ③企画立案力 ④政策形成力 ⑤折衝調整力
⑦指導・育成
力

⑧マネジメント
力

⑨デジタル対
応力

⑩住民対応力
（説明力・発信
力）

①十分提供されている ②やや提供されている ③あまり提供されていない ④ほとんどない

全体回答数 69 125 61 17

職種別

1　事務職 40 29.20% 58 42.34% 30 21.90% 9 6.57%

２　技術職 3 18.75% 7 43.75% 6 37.50% 0 0.00%

３　医療職(保健師等) 3 21.43% 11 78.57% 0 0.00% 0 0.00%

４　幼稚園教諭・保育士 7 43.75% 8 50.00% 1 6.25% 0 0.00%

５　消防職 14 16.67% 39 46.43% 24 28.57% 7 8.33%

６　技能労務職 0 0.00% 2 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

７　その他 2 66.67% 0 0.00% 0 0.00% 1 33.33%

①十分提供され
ている

②やや提供され
ている

③あまり提供さ
れていない

④ほとんどない
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(12) 特に受講したい研修はどれですか。（３項目まで選択可） 

 

 
 

 
 
(13) e-ラーニングで自主的に学習できる研修があったら、受講したいと思いますか。 

 

職務別

１　主事 12 31.58% 19 50.00% 5 13.16% 2 5.26%

２　副主任 18 33.33% 29 53.70% 5 9.26% 2 3.70%

３　主任 11 20.00% 24 43.64% 17 30.91% 3 5.45%

４　主査 6 40.00% 6 40.00% 3 20.00% 0 0.00%

５　主幹 10 23.26% 16 37.21% 11 25.58% 6 13.95%

６　室長 7 17.50% 20 50.00% 12 30.00% 1 2.50%

７　課長・専門監 3 16.67% 9 50.00% 4 22.22% 2 11.11%

８　部長・次長 2 25.00% 1 12.50% 4 50.00% 1 12.50%

９　再任用職員 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

①十分提供され
ている

②やや提供され
ている

③あまり提供さ
れていない

④ほとんどない

①公文書作

成
②法令読解 ③財務会計

④公務員倫

理

⑤コミュニ

ケーション

スキル

⑥人材育成
⑦マネジメ

ント

⑧リーダー

シップ

⑨メンタル

ヘルス

⑩キャリア

デザイン

⑪デジタ

ル化対応
⑫その他

全体回答数 53 77 50 14 72 75 64 37 42 26 85 27

職種別

1　事務職 29 21.17% 51 37.23% 37 27.01% 6 4.38% 25 18.25% 33 24.09% 39 28.47% 12 8.76% 18 13.14% 14 10.22% 46 33.58% 13 9.49%

２　技術職 7 43.75% 5 31.25% 2 12.50% 1 6.25% 4 25.00% 6 37.50% 4 25.00% 1 6.25% 2 12.50% 2 12.50% 3 18.75% 2 12.50%

３　医療職(保健師等) 4 28.57% 6 42.86% 6 42.86% 1 7.14% 5 35.71% 1 7.14% 2 14.29% 1 7.14% 5 35.71% 0 0.00% 7 50.00% 1 7.14%

４　幼稚園教諭・保育士 1 6.25% 2 12.50% 0 0.00% 1 6.25% 9 56.25% 4 25.00% 4 25.00% 1 6.25% 3 18.75% 1 6.25% 6 37.50% 0 0.00%

５　消防職 10 11.90% 11 13.10% 4 4.76% 5 5.95% 29 34.52% 30 35.71% 15 17.86% 22 26.19% 12 14.29% 9 10.71% 21 25.00% 10 11.90%

６　技能労務職 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 50.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 50.00% 0 0.00% 1 50.00% 1 50.00%

７　その他 2 66.67% 2 66.67% 1 33.33% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 33.33% 0 0.00% 1 33.33% 0 0.00%

⑫その他①公文書作成 ②法令読解 ③財務会計 ④公務員倫理
⑤コミュニケー
ションスキル

⑥人材育成 ⑦マネジメント
⑧リーダーシッ
プ

⑨メンタルヘル
ス

⑩キャリアデザ
イン

⑪デジタル化
対応

職務別

１　主事 12 31.58% 9 23.68% 8 21.05% 6 15.79% 16 42.11% 6 15.79% 4 10.53% 2 5.26% 8 21.05% 4 10.53% 6 15.79% 4 10.53%

２　副主任 9 16.67% 17 31.48% 15 27.78% 1 1.85% 16 29.63% 17 31.48% 6 11.11% 4 7.41% 10 18.52% 5 9.26% 16 29.63% 4 7.41%

３　主任 14 25.45% 19 34.55% 15 27.27% 3 5.45% 12 21.82% 14 25.45% 14 25.45% 8 14.55% 8 14.55% 7 12.73% 24 43.64% 4 7.27%

４　主査 3 20.00% 3 20.00% 0 0.00% 1 6.67% 6 40.00% 3 20.00% 1 6.67% 1 6.67% 3 20.00% 1 6.67% 7 46.67% 1 6.67%

５　主幹 7 16.28% 14 32.56% 5 11.63% 1 2.33% 9 20.93% 18 41.86% 17 39.53% 8 18.60% 6 13.95% 4 9.30% 12 27.91% 5 11.63%

６　室長 6 15.00% 11 27.50% 6 15.00% 1 2.50% 10 25.00% 9 22.50% 7 17.50% 8 20.00% 3 7.50% 5 12.50% 12 30.00% 3 7.50%

７　課長・専門監 0 0.00% 3 16.67% 1 5.56% 0 0.00% 2 11.11% 7 38.89% 12 66.67% 5 27.78% 4 22.22% 0 0.00% 4 22.22% 5 27.78%

８　部長・次長 2 25.00% 1 12.50% 0 0.00% 1 12.50% 1 12.50% 1 12.50% 3 37.50% 1 12.50% 0 0.00% 0 0.00% 3 37.50% 1 12.50%

９　再任用職員 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00%

⑫その他①公文書作成 ②法令読解 ③財務会計 ④公務員倫理
⑤コミュニケー
ションスキル

⑥人材育成 ⑦マネジメント
⑧リーダーシッ
プ

⑨メンタルヘル
ス

⑩キャリアデザ
イン

⑪デジタル化
対応

①受講したい
②どちらかといえば
受講したい

③特に受講したいと
は思わない

全体回答数 40 119 113
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(14) 自分の成長のために、最も重視する取組は何ですか。（３項目まで選択可） 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

①自主的な
勉強・学び
直し

②職場内研
修（OJT）

③職場外研
修（市町村
アカデミー・
行政視察
等）

④資格取
得・通信教
育

⑤先輩や上
司からの助
言・指導

⑥他自治
体・外部機
関との交流

⑦業務を通
じた経験の
蓄積

全体回答数 158 49 74 68 110 79 169

職種別

1　事務職 72 52.55% 29 21.17% 35 25.55% 20 14.60% 68 49.64% 40 29.20% 94 68.61%

２　技術職 10 62.50% 3 18.75% 5 31.25% 5 31.25% 7 43.75% 4 25.00% 11 68.75%

３　医療職(保健師等) 8 57.14% 4 28.57% 4 28.57% 5 35.71% 3 21.43% 5 35.71% 11 78.57%

４　幼稚園教諭・保育士 12 75.00% 1 6.25% 4 25.00% 3 18.75% 8 50.00% 4 25.00% 5 31.25%

５　消防職 56 66.67% 12 14.29% 26 30.95% 34 40.48% 21 25.00% 22 26.19% 44 52.38%

６　技能労務職 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 50.00% 0 0.00% 2 100.00% 1 50.00%

７　その他 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 3 100.00% 2 66.67% 3 100.00%

⑦業務を通じた
経験の蓄積

①自主的な勉
強・学び直し

②職場内研修
（OJT）

③職場外研修
（市町村アカデ
ミー・行政視察
等）

④資格取得・
通信教育

⑤先輩や上司
からの助言・指
導

⑥他自治体・外
部機関との交流

職務別

１　主事 23 60.53% 11 28.95% 8 21.05% 9 23.68% 22 57.89% 8 21.05% 23 60.53%

２　副主任 33 61.11% 9 16.67% 4 7.41% 15 27.78% 31 57.41% 12 22.22% 37 68.52%

３　主任 30 54.55% 14 25.45% 6 10.91% 18 32.73% 16 29.09% 21 38.18% 32 58.18%

４　主査 10 66.67% 0 0.00% 0 0.00% 3 20.00% 9 60.00% 1 6.67% 8 53.33%

５　主幹 27 62.79% 7 16.28% 3 6.98% 9 20.93% 15 34.88% 12 27.91% 27 62.79%

６　室長 16 40.00% 3 7.50% 3 7.50% 10 25.00% 11 27.50% 18 45.00% 27 67.50%

７　課長・専門監 12 66.67% 4 22.22% 2 11.11% 4 22.22% 5 27.78% 4 22.22% 9 50.00%

８　部長・次長 6 75.00% 1 12.50% 1 12.50% 0 0.00% 1 12.50% 3 37.50% 6 75.00%

９　再任用職員 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

①自主的な勉
強・学び直し

②職場内研修
（OJT）

③職場外研修
（市町村アカデ
ミー・行政視察
等）

④資格取得・
通信教育

⑤先輩や上司
からの助言・指
導

⑥他自治体・外
部機関との交流

⑦業務を通じた
経験の蓄積

-30-



(15) 組織の活性化や人材育成において、特に有効だと思うものは何ですか。 
（３項目まで選択可） 

 
 
(16) 自分のキャリアデザインについて、どの程度考えていますか。 

 

 
 

 
 

  
 
 
 
 

①職務・職
種に応じた
育成機会が
あること

②希望に応
じた研修・
育成機会が
得られるこ
と

③育成の時
間が確保さ
れているこ
と

④高度な専
門能力の研
修が受けら
れること

⑤判断・決
断の機会が
与えられる
こと

⑥身に付け
た能力を活
かせる場が
あること

⑦能力に応
じた職務・
報酬がある
こと

⑧上司・同
僚からの支
援があるこ
と

⑨その他

全体回答数
131 65 107 42 42 96 104 104 11

①明確に持っている ②ある程度考えている ③あまり考えていない ④まったく考えていない

全体回答数 13 112 124 23

職務別

１　主事 1 2.63% 21 55.26% 15 39.47% 1 2.63%

２　副主任 3 5.56% 32 59.26% 17 31.48% 2 3.70%

３　主任 2 3.64% 22 40.00% 26 47.27% 5 9.09%

４　主査 1 6.67% 5 33.33% 8 53.33% 1 6.67%

５　主幹 1 2.33% 16 37.21% 22 51.16% 4 9.30%

６　室長 4 10.00% 11 27.50% 20 50.00% 5 12.50%

７　課長・専門監 1 5.56% 2 11.11% 11 61.11% 4 22.22%

８　部長・次長 0 0.00% 2 25.00% 5 62.50% 1 12.50%

９　再任用職員 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

①明確に持って
いる

②ある程度考え
ている

③あまり考えて
いない

④まったく考えて
いない

性別

1　男性 11 5.67% 84 43.30% 82 42.27% 17 8.76%

2　女性 2 2.94% 26 38.24% 37 54.41% 3 4.41%

３　回答しない/その他 0 0.00% 2 20.00% 5 50.00% 3 30.00%

①明確に持って
いる

②ある程度考え
ている

③あまり考えて
いない

④まったく考えて
いない

年齢層別

１　30歳未満 3 4.55% 37 56.06% 24 36.36% 2 3.03%

２　30歳以上40歳未満 3 4.17% 33 45.83% 30 41.67% 6 8.33%

３　40歳以上50歳未満 3 5.66% 19 35.85% 27 50.94% 4 7.55%

４　50歳以上55歳未満 1 2.38% 13 30.95% 24 57.14% 4 9.52%

５　55歳以上60歳未満 2 6.06% 6 18.18% 19 57.58% 6 18.18%

６　60歳以上 1 16.67% 4 66.67% 0 0.00% 1 16.67%

①明確に持って
いる

②ある程度考え
ている

③あまり考えて
いない

④まったく考えて
いない

-31-



(17) キャリアデザインを持つために最も重要なことは何ですか。 

 

 
 

 
 

  
(18) あなたは、本市の人事評価制度の内容や目的を理解していますか。 

 
 
 

①キャリア
デザイン研
修

②キャリア
パスの提示
（例示）

③これまで
の職務経験
のふりかえ
り

④ロールモ
デルとの交
流

⑤上司・先
輩との面
談・助言

⑥異動や経
験を通じた
成長の場

⑦その他

全体回答数 49 46 41 28 32 61 15

職務別

１　主事 7 18.42% 5 13.16% 5 13.16% 4 10.53% 11 28.95% 6 15.79% 0 0.00%

２　副主任 5 9.26% 11 20.37% 7 12.96% 7 12.96% 6 11.11% 15 27.78% 3 5.56%

３　主任 10 18.18% 12 21.82% 4 7.27% 4 7.27% 4 7.27% 15 27.27% 6 10.91%

４　主査 2 13.33% 1 6.67% 5 33.33% 3 20.00% 1 6.67% 1 6.67% 2 13.33%

５　主幹 11 25.58% 7 16.28% 5 11.63% 5 11.63% 5 11.63% 7 16.28% 3 6.98%

６　室長 9 22.50% 5 12.50% 10 25.00% 3 7.50% 3 7.50% 9 22.50% 1 2.50%

７　課長・専門監 4 22.22% 2 11.11% 3 16.67% 1 5.56% 2 11.11% 6 33.33% 0 0.00%

８　部長・次長 1 12.50% 3 37.50% 2 25.00% 0 0.00% 0 0.00% 2 25.00% 0 0.00%

９　再任用職員 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

⑦その他
①キャリアデザ
イン研修

②キャリアパス
の提示（例示）

③これまでの
職務経験のふ
りかえり

④ロールモデル
との交流

⑤上司・先輩と
の面談・助言

⑥異動や経験
を通じた成長
の場

性別

１　男性 34 17.53% 34 17.53% 31 15.98% 4 7.22% 11 13.40% 6 22.68% 11 5.67%

２　女性 13 19.12% 10 14.71% 9 13.24% 14 20.59% 4 5.88% 15 22.06% 3 5.56%

３　回答しない/その他 14 2.94% 11 2.94% 10 1.47% 15 0.00% 5 2.94% 16 2.94% 1 1.85%

①キャリアデザ
イン研修

②キャリアパス
の提示（例示）

③これまでの
職務経験のふ
りかえり

④ロールモデル
との交流

⑤上司・先輩と
の面談・助言

⑥異動や経験
を通じた成長
の場

⑦その他

年齢層別

１　30歳未満 9 13.64% 9 13.64% 10 15.15% 7 10.61% 14 21.21% 15 22.73% 2 3.03%

２　30歳以上40歳未満 10 13.89% 17 23.61% 6 8.33% 7 9.72% 6 8.33% 20 27.78% 6 8.33%

３　40歳以上50歳未満 12 22.64% 11 20.75% 8 15.09% 5 9.43% 5 9.43% 9 16.98% 3 5.66%

４　50歳以上55歳未満 8 19.05% 4 9.52% 9 21.43% 4 9.52% 5 11.90% 9 21.43% 3 7.14%

５　55歳以上60歳未満 8 24.24% 5 15.15% 7 21.21% 4 12.12% 1 3.03% 7 21.21% 1 3.03%

６　60歳以上 2 33.33% 0 0.00% 1 16.67% 1 16.67% 1 16.67% 1 16.67% 0 0.00%

⑦その他
①キャリアデザ
イン研修

②キャリアパス
の提示（例示）

③これまでの
職務経験のふ
りかえり

④ロールモデル
との交流

⑤上司・先輩と
の面談・助言

⑥異動や経験
を通じた成長
の場

①十分理解している ②ある程度理解している ③あまり理解していない ④まったく理解していない

全体回答数 27 176 60 9
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(19) 人事評価制度が「自分の成長」や「仕事のモチベーション」に役立っていると感じます

か。 

 
 

(20) 人事評価結果が、異動・処遇などに適切に反映されていると思いますか。 

 
 
(21) あなたが考える「本市の人材確保・定着」に特に必要なことは何ですか。 

（３項目まで選択可） 

 
 
(22) 仕事と生活の両立に関して、悩みや課題を感じていることはありますか。 

（回答項目数制限なし） 

 
 

 
 

①とてもそう思う ②どちらかというとそう思う ③あまりそう思わない ④まったくそう思わない

全体回答数 5 60 132 75

①適切に反映されて
いる

②どちらかといえば
反映されている

③どちらかといえば
反映されていない

④反映されていない

全体回答数 4 68 116 0

①職員のや
りがいを感
じられる環
境づくり

②柔軟な勤
務制度の導
入（テレ
ワーク、短
時間勤務な
ど）

③若手・女
性職員の活
躍推進

④専門職・
デジタル人
材の確保と
育成

⑤市職員と
して働く魅
力の発信

⑥給与・処
遇面の改善

⑦地域に貢
献できる実
感のある仕
事づくり

⑧採用試験
の見直し

⑨その他

全体回答数 152 93 24 41 57 193 24 50 38

①子育てや
家族の介護
との両立

②通勤や勤
務時間に関
する負担

③住居・住
環境に関す
ること

④体調・健
康管理に関
すること

⑤経済的な
不安

⑥特にない ⑦その他

全体回答数 65 38 56 69 116 52 9

性別

１　男性 39 20.10% 24 12.37% 43 22.16% 44 22.68% 88 45.36% 39 20.10% 7 3.61%

２　女性 23 33.82% 10 14.71% 10 14.71% 21 30.88% 25 36.76% 11 16.18% 2 3.70%

３　回答しない/その他 3 4.41% 4 5.88% 3 4.41% 4 5.88% 3 4.41% 2 2.94% 0 0.00%

⑦その他
①子育てや家
族の介護との
両立

②通勤や勤務
時間に関する
負担

③住居・住環
境に関すること

④体調・健康
管理に関する
こと

⑤経済的な不
安

⑥特にない
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(23) 職場において、性別による役割意識や期待の違いを感じたことはありますか。 

 
 

 
 

 
 

 

年齢層別

１　30歳未満 7 10.61% 12 18.18% 21 31.82% 8 12.12% 32 48.48% 13 19.70% 3 4.55%

２　30歳以上40歳未満 23 31.94% 9 12.50% 22 30.56% 10 13.89% 41 56.94% 10 13.89% 1 1.39%

３　40歳以上50歳未満 16 30.19% 9 16.98% 8 15.09% 17 32.08% 22 41.51% 9 16.98% 3 5.66%

４　50歳以上55歳未満 8 19.05% 6 14.29% 4 9.52% 16 38.10% 14 33.33% 11 26.19% 2 4.76%

５　55歳以上60歳未満 11 33.33% 2 6.06% 0 0.00% 16 48.48% 5 15.15% 8 24.24% 0 0.00%

６　60歳以上 0 0.00% 0 0.00% 1 16.67% 2 33.33% 2 33.33% 1 16.67% 0 0.00%

①子育てや家
族の介護との
両立

②通勤や勤務
時間に関する
負担

③住居・住環
境に関すること

④体調・健康
管理に関する
こと

⑤経済的な不
安

⑥特にない ⑦その他

①よくある ②時々ある ③ほとんどない ④まったくない

全体回答数 30 72 111 59

職務別

１　主事 2 5.26% 7 18.42% 14 36.84% 15 39.47%

２　副主任 6 11.11% 14 25.93% 24 44.44% 10 18.52%

３　主任 9 16.36% 16 29.09% 20 36.36% 10 18.18%

４　主査 2 13.33% 3 20.00% 6 40.00% 4 26.67%

５　主幹 5 11.63% 12 27.91% 17 39.53% 9 20.93%

６　室長 4 10.00% 12 30.00% 17 42.50% 7 17.50%

７　課長・専門監 2 11.11% 5 27.78% 8 44.44% 3 16.67%

８　部長・次長 0 0.00% 3 37.50% 4 50.00% 1 12.50%

９　再任用職員 0 0.00% 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00%

①よくある ②時々ある ③ほとんどない ④まったくない

性別

１　男性 19 9.79% 53 27.32% 78 40.21% 44 22.68%

２　女性 9 13.24% 17 25.00% 28 41.18% 14 20.59%

３　回答しない/その他 2 20.00% 2 20.00% 5 50.00% 1 10.00%

①よくある ②時々ある ③ほとんどない ④まったくない

年齢層別

１　30歳未満 6 9.09% 13 19.70% 25 37.88% 22 33.33%

２　30歳以上40歳未満 10 13.89% 22 30.56% 27 37.50% 13 18.06%

３　40歳以上50歳未満 5 9.43% 15 28.30% 25 47.17% 8 15.09%

４　50歳以上55歳未満 5 11.90% 15 35.71% 15 35.71% 7 16.67%

５　55歳以上60歳未満 3 9.09% 6 18.18% 16 48.48% 8 24.24%

６　60歳以上 1 16.67% 1 16.67% 3 50.00% 1 16.67%

①よくある ②時々ある ③ほとんどない ④まったくない
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(24) 健康診断の結果やメンタルヘルスについて、専門職等による助言や保健指導を受けたい

と思いますか。 

 
 

 
 

  

 

 

①積極的に受けたい ②必要があれば受けたい ③あまり希望しない ④受けたくない

全体回答数 2 89 121 60

職種別

1　事務職 1 0.73% 43 31.39% 60 43.80% 33 24.09%

２　技術職 0 0.00% 7 43.75% 8 50.00% 1 6.25%

３　医療職(保健師等) 0 0.00% 6 42.86% 5 35.71% 3 21.43%

４　幼稚園教諭・保育士 0 0.00% 5 31.25% 10 62.50% 1 6.25%

５　消防職 1 1.19% 27 32.14% 34 40.48% 22 26.19%

６　技能労務職 0 0.00% 0 0.00% 2 100.00% 0 0.00%

７　その他 0 0.00% 1 33.33% 2 66.67% 0 0.00%

①積極的に受け
たい

②必要があれば
受けたい

③あまり希望し
ない

④受けたくない

職務別

１　主事 0 0.00% 21 55.26% 13 34.21% 4 10.53%

２　副主任 1 1.85% 17 31.48% 26 48.15% 10 18.52%

３　主任 0 0.00% 15 27.27% 31 56.36% 9 16.36%

４　主査 0 0.00% 3 20.00% 8 53.33% 4 26.67%

５　主幹 0 0.00% 18 41.86% 13 30.23% 12 27.91%

６　室長 0 0.00% 10 25.00% 16 40.00% 14 35.00%

７　課長・専門監 1 5.56% 5 27.78% 9 50.00% 3 16.67%

８　部長・次長 0 0.00% 0 0.00% 4 50.00% 4 50.00%

９　再任用職員 0 0.00% 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00%

①積極的に受け
たい

②必要があれば
受けたい

③あまり希望し
ない

④受けたくない

性別

1　男性 1 0.52% 63 32.47% 87 44.85% 43 22.16%

2　女性 0 0.00% 25 36.76% 29 42.65% 14 20.59%

３　回答しない/その他 1 10.00% 1 10.00% 5 50.00% 3 30.00%

①積極的に受け
たい

②必要があれば
受けたい

③あまり希望し
ない

④受けたくない

年齢層別

１　30歳未満 0 0.00% 27 40.91% 29 43.94% 10 15.15%

２　30歳以上40歳未満 1 1.39% 21 29.17% 37 51.39% 13 18.06%

３　40歳以上50歳未満 0 0.00% 22 41.51% 18 33.96% 13 24.53%

４　50歳以上55歳未満 0 0.00% 12 28.57% 19 45.24% 11 26.19%

５　55歳以上60歳未満 1 3.03% 5 15.15% 15 45.45% 12 36.36%

６　60歳以上 0 0.00% 2 33.33% 3 50.00% 1 16.67%

①積極的に受け
たい

②必要があれば
受けたい

③あまり希望し
ない

④受けたくない
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(25) 産業保健師やメンタルヘルス専門職が必要だと思いますか。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

①必要 ②どちらかといえば必要
③どちらかといえば
必要でない

④不要

全体回答数 49 125 55 43

職種別

1　事務職 24 17.52% 60 43.80% 27 19.71% 26 18.98%

２　技術職 2 12.50% 8 50.00% 6 37.50% 0 0.00%

３　医療職(保健師等) 4 28.57% 9 64.29% 1 7.14% 0 0.00%

４　幼稚園教諭・保育士 0 0.00% 9 56.25% 5 31.25% 2 12.50%

５　消防職 19 22.62% 36 42.86% 14 16.67% 15 17.86%

６　技能労務職 0 0.00% 1 50.00% 1 50.00% 0 0.00%

７　その他 0 0.00% 2 66.67% 1 33.33% 0 0.00%

①必要
②どちらかとい

えば必要
③どちらかとい
えば必要でない

④不要

職務別

１　主事 11 28.95% 14 36.84% 8 21.05% 5 13.16%

２　副主任 6 11.11% 24 44.44% 14 25.93% 10 18.52%

３　主任 7 12.73% 29 52.73% 9 16.36% 10 18.18%

４　主査 2 13.33% 9 60.00% 3 20.00% 1 6.67%

５　主幹 10 23.26% 18 41.86% 9 20.93% 6 13.95%

６　室長 4 10.00% 24 60.00% 8 20.00% 4 10.00%

７　課長・専門監 6 33.33% 6 33.33% 2 11.11% 4 22.22%

８　部長・次長 2 25.00% 1 12.50% 2 25.00% 3 37.50%

９　再任用職員 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

①必要
②どちらかとい

えば必要
③どちらかとい
えば必要でない

④不要

性別

１　男性 40 20.62% 85 43.81% 40 20.62% 29 14.95%

２　女性 8 11.76% 36 52.94% 14 20.59% 10 14.71%

３　回答しない/その他 1 10.00% 4 40.00% 1 10.00% 4 40.00%

①必要
②どちらかとい

えば必要
③どちらかとい
えば必要でない

④不要

年齢層別

１　30歳未満 13 19.70% 27 40.91% 16 24.24% 10 15.15%

２　30歳以上40歳未満 8 11.11% 34 47.22% 15 20.83% 15 20.83%

３　40歳以上50歳未満 9 16.98% 31 58.49% 9 16.98% 4 7.55%

４　50歳以上55歳未満 10 23.81% 16 38.10% 11 26.19% 5 11.90%

５　55歳以上60歳未満 6 18.18% 15 45.45% 4 12.12% 8 24.24%

６　60歳以上 3 50.00% 2 33.33% 0 0.00% 1 16.67%

①必要
②どちらかとい

えば必要
③どちらかとい
えば必要でない

④不要
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(26) 新規採用職員を対象として導入しているメンター制度についてどう思いますか。 

 

 
 

 
 

 

①継続して実施すべ

き

②どちらかといえば

継続した方がよい

③どちらかといえば

継続しない方がよい
④実施しなくてよい

全体回答数 53 127 35 57

職務別

１　主事 12 31.58% 19 50.00% 2 5.26% 5 13.16%

２　副主任 13 24.07% 24 44.44% 5 9.26% 12 22.22%

３　主任 6 10.91% 25 45.45% 12 21.82% 12 21.82%

４　主査 1 6.67% 4 26.67% 1 6.67% 9 60.00%

５　主幹 8 18.60% 21 48.84% 6 13.95% 8 18.60%

６　室長 7 17.50% 19 47.50% 7 17.50% 7 17.50%

７　課長・専門監 4 22.22% 10 55.56% 2 11.11% 2 11.11%

８　部長・次長 2 25.00% 4 50.00% 0 0.00% 2 25.00%

９　再任用職員 0 0.00% 1 100.00% 0 0.00% 0 0.00%

①継続して実施
すべき

②どちらかとい
えば継続した方

がよい

③どちらかとい
えば継続しない

方がよい

④実施しなくてよ
い

性別

１　男性 38 19.59% 85 43.81% 28 14.43% 43 22.16%

２　女性 15 22.06% 34 50.00% 6 8.82% 13 19.12%

３　回答しない/その他 0 0.00% 8 80.00% 1 10.00% 1 10.00%

①継続して実施
すべき

②どちらかとい
えば継続した方

がよい

③どちらかとい
えば継続しない

方がよい

④実施しなくてよ
い

年齢層別

１　30歳未満 22 33.33% 31 46.97% 3 4.55% 10 15.15%

２　30歳以上40歳未満 7 9.72% 32 44.44% 15 20.83% 18 25.00%

３　40歳以上50歳未満 7 13.21% 24 45.28% 7 13.21% 15 28.30%

４　50歳以上55歳未満 7 16.67% 20 47.62% 7 16.67% 8 19.05%

５　55歳以上60歳未満 8 24.24% 18 54.55% 2 6.06% 5 15.15%

６　60歳以上 2 33.33% 2 33.33% 1 16.67% 1 16.67%

①継続して実施
すべき

②どちらかとい
えば継続した方

がよい

③どちらかとい
えば継続しない

方がよい

④実施しなくてよ
い
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